
■実施状況 ＜令和８年８月時点＞

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

令和７年度補正予算 令和８年度補正予算

交付限度額 6億 4708 万円 2671 万円

うち令和７年度 交付決定額 5億 3904 万円（83%） ―円（―%）

うち令和８年度 交付決定額 1億 0804 万円（17%） 2671 万円（100%）

残額 0円（0%） 0 円（0%）

生活者支援

◆地域通貨活用推進事業 事業費：４億３，９１１万円（R7 補正を活用） ※食料品特別加算を活用

食料費等の購入のためのデジタル地域通貨（使用期限：令和８年６月まで）を市民１人あたり７千円分発行。(65 歳以上の方については、１人あたり２

千円分を加算して発行。）

◆小学校給食費無償化事業 事業費：１億７，９８２万円（R7 補正を活用） ※食料品特別加算を活用

物価高騰対策のため、市立小学校に通う児童の給食費を免除し、保護者等の経済的負担を軽減する。国による給食費負担軽減交付金での支援額を超える

部分に対して重点支援地方交付金を活用。

◆中学校給食費無償化事業 事業費：９，５８５万円（R7 補正を活用） ※食料品特別加算を活用

物価高騰対策のため、市立中学校に通う生徒の給食費を免除し、保護者等の経済的負担を軽減する。重点支援地方交付金を活用し、その他財源として一

般財源を充当。

事業者支援

◆市制度融資利子補給臨時支援事業 事業費：１，３０５万円（R8 補正を活用）

エネルギー価格・物価高騰が続くなか、市制度融資を利用する事業者に対し利子補給支援金を交付し、中小企業の融資返済による負担を軽減。

◆ＬＰガス価格高騰対策事業者支援事業 事業費：１，１２９万円（R8補正を活用）

ＬＰガス価格高騰の影響を受けながらも、市民の日常生活や経済活動を支える重要なインフラとして運行を継続しているタクシー事業者の事業継続を支援。

令和７年度補正予算・令和８年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について

奈良県天理市


